平成27年度　寿ヘルパーステーション　事 業 計 画

１．事業運営の基本方針 
・人権の尊重、尊厳を守り個人の生活を支えるサービスの提供

・地域の一員としての役割の中で、様々な要望に応えられる事業体制の構築
２．事業の実績・利用者の状況 
・過去１年間のヘルパー派遣実績（平成２６年４月～平成２７年１月）

　　　登録利用者実人数　　：12１名（１月末）

　　　総派遣援助時間　　　：9402.1時間　　　月間平均派遣援助時間：940時間　　　

月別援助時間

	（時間）
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	合計

	派遣時間
	1025
	934.9
	965.2
	965.2
	905.9
	930.2
	996.3
	899.0
	970.1
	862.3
	9402.1

	身体介護
	429
	365
	369.5
	401.5
	380
	405.5
	420
	370
	409.5
	364.5
	3914.5

	生活援助
	291.4
	278.5
	254.2
	261.7
	269.3
	284.7
	312.2
	274.3
	296.5
	267.5
	2790.3

	予防介護
	304.56
	291.4
	289.5
	302
	256.6
	240
	264.14
	254.7
	264.1
	230.3
	2697.3


介護度別ヘルパー派遣状況（1月）

	
	要支援

１
	要支援２
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４　
	要介護５
	合　計

	登録者
	22人
	25人
	40人
	23人
	8人
	1人
	3人
	122人

	　％
	18％
	20.5％
	32.8％
	18.9％
	6.6％
	0.8％
	2.4％
	100％

	派遣回数
	99回
	146回
	307回
	257回
	45回
	4回
	51回
	909回

	　％
	11％
	16％
	33％
	29％
	5％
	0.4％
	5.6％
	100％


３．事業の課題 
・第二万寿園が要援護者の二次避難所として市との契約を締結していることからも、大規模災害時の各施設及び地域との連携作り
　　事業所の所在地である東村山市富士見町を中心とした、富士見町施設連絡会、富士見町地域懇談会等を活用し大規模災害時の対応や予測されることを共有していく。また、富士見町と地域を限定せずサービス提供を行っている地域の状況を把握していく。
・東村山市が平成28年度から移行する介護予防・日常生活支援総合事業に向けた体制作り
・登録ヘルパーへの災害時等の連絡にメールを活用していく。
・利用者ニーズの発見、情報提供、共有を図るための会議等の活用を再検討する。
４．事業運営計画 
（１）利用者本位の事業運営

・地域包括ケアを視点とする介護保険外サービスであるご利用者のゴミ出し等の短時間サービスの実施方法の検討。
・地域包括ケアを中心とした、訪問介護の役割を確認し医療、看護、他サービス、地域資源、ボランティア、行政等との連携を深めていくために市内の事業者連絡会や地域懇談会に積極的に参加する。

サービス提供時間の見直しを行い早朝、夜間への対応を拡大していく。
（２）地域社会に貢献する事業運営

・大規模災害時、事業所が提供できるサービスの検討
地震・台風などの災害時に提供できるサービスを整理し、対応できる人員の把握方法と手順書の整備と再確認を行う。
　・在宅生活を継続するために必要な、たん吸引等（特定の者対象）の要望に応える事業所の継続
在宅生活者の重度化に伴う医療ニーズの高い方々へ、たんの吸引等を伴うサービス提供を行ってきたが、地域包括ケアに対応するために、医療との連携を深め、利用者のニーズに則した対応が迅速に行えるように、平成２７年度も対象となる介護員への講習への働きかけを行う。また、その延長上にあるターミナルケアについても対応を行ってきたが、今後も増加が考えられることから、対応できる人材育成と密接な他職種連携が必要となることからマニュエアル及び手順書の再度見直しをする。
　・介護予防・日常生活支援総合事業への準備と対応
介護予防・日常生活支援総合事業を踏まえて、登録ヘルパー増員のため実習や研修生を積極に受け入れる。

（３）事業を支える安定した経営

・総合事業への移行に伴う、経営の安定化
ゴミ出し等、短時間の介護保険外サービスの拡大を目的に実施と方法を検討する。

介護保険外サービスの担い手となるボランティア人材育成のため研修の実施。

・登録ヘルパーの増員

介護初任者研修の講師として積極的に参加し、近隣住民に登録ヘルパーの仕事の役割と意義を知る機会を作り、登録ヘルパーの増を図る。

満足感と安心して継続的に働くことを目的として、収支状況を勘案し、登録ヘルパーへの福利厚生の整備拡大を検討する。

（４）職員育成

・重度化に伴いたん吸引等（特定の者対象）の資格取得が重要でありため、今年度も介護福祉士を持つ登録ヘルパーへの講習受講の促しを行い対応できる人員の増員を進める。
　・情報の共有、知識の向上等を踏まえた内部研修の見直し。また、外部研修を活用しサービス提供責任者のスキル向上に努める。
　・登録ヘルパーのスキルアップのために、毎月実施するヘルパー会議において年に4回の研修を計画し実施する。
（５）リスクマネジメント

・感染症予防を含め、基本予防策の励行、石鹸、消毒液、マスク、使い捨て手袋の支給。
・感染症の研修を実施
・年２回の菌検査実施

7月、１月に菌検査。訪問介護員は在宅で調理を行うことがあるので、菌検査は定期的に行い健康管理をしていく。

・健康診断の実施

定期健康診断の実施。健康診断後、再検査が必要な職員へは検査後の様子を確認する。
定期健康診断後のフォローとして、産業医との面談等を積極的に活用する。

・メンタルヘルスケア

１対１の支援だからこそ起こり得る精神的な側面等、研修を活用し支えていく。
メンタル面を考慮した登録ヘルパーとの面談の実施とメンタルケア・チェックリストを統括事業所内での検討を安全衛生委員会で実施する。
　・腰痛への対策
　　年２回の腰痛チェックにより、職員の身体の状況の把握と予防及び対策について、統括事業所内の安全衛生委員会により対策等を検討し実施する。
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